
江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱 

平成２８年４月１日 

２８江こ保第１８３４号 

（目的） 

第１条 この要綱は、区内の保育施設又は保育事業（以下「保育施設等」とい

う。）を運営する事業者が雇用している職員を居住させるための宿舎の借り

上げに係る費用の一部を補助することにより、当該職員が働きやすい環境を

整備し、もって保育人材の確保、定着及び離職防止を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第２条 補助対象者は、国又は地方公共団体以外の者が設置した区内の次の保

育施設等（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に

基づき指定管理者に管理を行わせる施設を含む。）を運営する事業者とする。 

(1) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３１条第１項の規

定により区の確認を受けた次のいずれかの施設 

ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する

保育所 

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

（以下単に「認定こども園」という。） 

(2) 子ども・子育て支援法第４３条第１項の規定により区の確認を受けた次

のいずれかの保育事業 

ア 児童福祉法第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業（以下単に

「家庭的保育事業」という。） 

イ 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保育事業（以下単に

「小規模保育事業」という。） 

(3) 東京都認証保育所事業実施要綱（平成１３年５月７日１２福子推第１１

５７号）に規定する認証保育所（東京都認定こども園の認定要件に関する

条例（平成１８年東京都条例第１７４号）第３条第１号に規定する幼稚園

型認定こども園及び同条第３号に規定する地方裁量型認定こども園を構成

する認証保育所を除く。以下同じ。）  



（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は、前条に規定する保育施設等を運営する事業者が当該

保育施設及び保育事業を行う事業所に勤務させるために雇用している保育士

又は看護師（以下「保育従事職員」という。）を居住させるための宿舎（原

則として区内に存するものとし、事業者が所有するものを除く。以下同じ。）

を借り上げる事業（以下「補助事業」という。）とする。この場合において、

補助金の算定対象となる保育従事職員は、次に掲げる要件を全て満たすもの

とする。 

(1) 常態的に勤務する者であって、労働基準法施行規則（昭和２２年厚生省

令第２３号）第５条第１項第１号の３の規定により明示された就業の場所

及び従事すべき業務が保育施設等に係る業務であり、かつ、当該保育施設

等を適用事業所とする社会保険の被保険者であること。 

(2) 平成２５年３月３１日以前から事業者が借り上げる宿舎に居住していな

いこと。 

(3) 事業者が借り上げる宿舎から正当な理由なく転居したことがないこと。 

(4) 本人及び同居者が事業者が借り上げる宿舎に係る住宅手当等の支給を受

けていないこと。 

(5) 事業者が借り上げる宿舎に入居していること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象経費は、補助事業に要する賃借料、共益費、管理費、礼金、

更新料その他区長が相当と認める経費とする。ただし、賃借料、共益費及び

管理費については、保育従事職員が現に入居している期間に係るものに限る

ものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に係る実支出額に８分の７を乗じて得た

額と補助対象となる宿舎の戸数に補助対象期間の月数及び７１，７５０円を

乗じて得た額のうち、いずれか少ない額とし、予算の範囲内で交付する。た

だし、補助対象者が保育従事職員から入居に係る費用を徴収している場合は、

当該費用を補助金の額から控除する。 

２ 前項の規定にかかわらず、国、都、公社等による同種の補助金の交付を受



ける場合における補助金の額は、前項に定める額から当該補助金の額を控除

した額とする。 

３ 補助金の額は１，０００円単位とし、１，０００円未満の端数が生じたと

きは、これを切り捨てる。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下「申請者」という。）は、

江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付申請書（別記第１号様

式）に、次の書類を添えて区長に申請するものとする。 

(1) 江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業計画書（別記第２号様式） 

(2) 前号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるものについては江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助

金交付決定通知書（別記第３号様式）により、不適当と認めるものについて

は江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付申請却下通知書（別

記第４号様式）により、速やかに申請者に通知する。 

２ 区長は、前項の交付決定に際し、条件を付することができる。 

（取下げ） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不

服があり、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定の通知

を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出するもの

とする。 

（変更等の申請） 

第９条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに江東

区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付決定変更等承認申請書（別

記第５号様式。以下「変更申請書」という。）により区長に申請し、その承

認を得なければならない。 

(1) 補助事業の内容を著しく変更しようとするとき。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 



（変更等の承認） 

第１０条 区長は、変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときは江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付決定

変更等承認通知書（別記第６号様式）により、不適当と認めるときは江東区

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付決定変更等不承認通知書（別

記第７号様式）により補助事業者に通知する。 

（状況報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の適正な遂行を期するため、区長が補助事

業の進捗状況に係る報告又は帳簿等の提出を求めたときは、適切に対応しな

ければならない。 

（補助事業の完了時期） 

第１２条 補助事業は、当該年度の３月３１日までに完了しなければならない。 

（事故報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が前条に規定する完了時期までに完了しな

いことが見込まれる場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面に

より区長に報告し、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了した年度の終了後１０日以内に江東

区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金実績報告書（別記第８号様式）

に、次の書類を添えて区長に報告しなければならない。 

(1) 江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金所要額調書（別記第９

号様式） 

(2) 前号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（額の確定） 

第１５条 区長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、当該実

績報告書の審査及び必要に応じて行う実地調査により、当該報告に係る補助

事業の成果がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認

めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、江東区保育従事職員宿舎借り

上げ支援事業補助金額確定通知書（別記第１０号様式）により、補助事業者

に通知する。 



（補助金の請求） 

第１６条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた補助事業者は、江東区

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付請求書（別記第１１号様式）

により、区長に請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の請求を受けたときは、当該補助事業者

に対し、速やかに補助金を支払う。 

（是正のための措置） 

第１７条 区長は、第１５条の規定による審査及び実地調査の結果、補助事業

の成果がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めると

きは、補助事業者に対し、当該補助事業につき、これらに適合させるための

措置をとるべきことを命ずることができる。 

（交付決定の取消し） 

第１８条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の目的に使用したとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令に違反した

とき。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した

ときは、江東区保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金交付決定取消通知

書（別記第１２号様式）により、補助事業者に通知する。 

（補助金の返還） 

第１９条 区長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助

金を交付しているときは、期限を定めて補助金の返還を命じなければならな

い。 

２ 前項の規定による補助金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

に定めるところによる。 

３ 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により当該



補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含

まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１

０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及

び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た額の合計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗

じて得た額をいう。）が確定した場合は、速やかに消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額報告書（別記第１３号様式）に確定申告書の写し等確定し

た仕入控除税額の積算内訳が分かる資料を添えて、区長に報告するものとす

る。 

４ 区長は、前項の規定による報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部

又は一部を返還させることができる。 

（関係書類の整理保存） 

第２０条 補助事業者は、補助事業に係る収支の事実を明らかにした帳簿を備

え、当該収支に係る証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を当該

補助事業が完了した日（補助事業の中止又は廃止の承認を得た場合にあって

は、その承認を得た日）の属する会計年度の終了後５年間保存しなければな

らない。 

（委任） 

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、こども未来部長が別

に定める。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 


